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第１ 審 査 の 概 要 
 １ 審 査 の 対 象 
 （１）平成１７年度東京都一般会計 
 （２）平成１７年度東京都特別会計 
             特別区財政調整会計 
             地方消費税清算会計 
             小笠原諸島生活再建資金会計 
             母子福祉貸付資金会計 
             心身障害者扶養年金会計 
             中小企業設備導入等資金会計 
             農業改良資金助成会計 
             林業・木材産業改善資金助成会計 
             沿岸漁業改善資金助成会計 
             と場会計 
             都営住宅等事業会計 
             都営住宅等保証金会計 
             都市開発資金会計 
             用地会計 
             公債費会計 
             多摩ニュータウン事業会計 
             市街地再開発事業会計 
             臨海都市基盤整備事業会計 
 （３）財  産 
 
 ２ 審 査 の 方 法 

知事から提出された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書について審査した。 
   審査に当たっては、 
  （１）決算計数は、正確であるか 
  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 
  （３）資金は適正に管理され、効率的に運用されているか 
  （４）財産の取得、管理、処分は、適正に処理されているか 
などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説

明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 
 
 ３ 審 査 の 期 間 
   平成１８年７月２１日から同年９月８日まで 
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第２ 審 査 の 結 果 
 １ 決算計数 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支

に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 
なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。（詳細は〔第

４ 局別事項〕に記載）。 

 （１）公有財産 

   ア 土     地 
     過大に登載されているもの        ３局       １５，１８７．０５ ｍ２ 

  
     登載漏れとなっているもの        ４局       １７，０８０．８４ ｍ２ 

  
   イ 建     物 
     過大に登載されているもの        ４局       １２，６２６．５１ ｍ２ 

  
     登載漏れとなっているもの        ４局        ２，２８２．６２ ｍ２ 

  
 （２）物  品 
     過大に登載されているもの        ４局              ２１ 点 
     登載漏れとなっているもの        ２局               ３ 点 

 （３）債  権 

     過大に計上されているもの        １局   ３，０３１，２６２，１８９ 円 

 

 ２ 事業執行等に関する意見 

 （１）全体意見 

  ア 財政状況について 

平成１７年度一般会計決算は、歳入６兆１，３５９億余円、歳出６兆４９７億余円で、形式収支

８６１億余円から翌年度に繰り越すべき財源（制度繰越）１９６億余円を差し引いた実質収支は、

６６５億余円の黒字になっている。 
また、好調な企業収益や徴収率向上への取組等を反映し、都税収入が２年連続で大幅な増収とな

ったこと、職員定数の削減などの内部努力の徹底や、施策の見直し・再構築により歳出を削減した

ことなどから、「平成１７年度普通会計決算※」では、表１のとおり、実質収支が５２９億円の黒字

となった。その結果、平成１０年度から７年連続していた赤字決算から黒字決算に転換し、財政の

弾力性を示す経常収支比率なども前年度に比べ改善している。 
しかし、今後、社会資本ストックの更新経費や社会保障費の増加が見込まれる一方、法人二税の

分割基準の身直しなど、国による不合理な地方税財政制度の見直しの危険性、人口減少・少子高齢

社会の到来などにより、税収の大幅な増加を見込むことは難しいと予測される。 
このような状況において、都は、東京のさらなる発展を目指し、都民生活の安全確保、福祉・保

健医療の充実、都市機能の拡充、教育・文化・スポーツの振興などに取り組んでいる。これら都政

が直面する課題に対して、限りある財源を重点的・効果的に配分し、最小の経費で、その施策を着

実に推進するとともに、今後予想される新たな財政需要にも、的確に対応していくことが求められ

ている。 
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そのためには、景気動向に影響を受けやすい財政構造を直視し、安定的な財政運営を実現する強

固で弾力的な財政基盤を確立することが必要である。 
 

※「普通会計」とは、各地方公共団体間の財政比較や統一的な掌握を容易にするために、地方財政

統計上用いられている会計区分で、一般会計の額と地方公営企業会計を除く特別会計の額を合計し

たものから、会計間の重複額等を控除したものである。 
 
（表１）普通会計決算における実質収支等の推移             （単位：億円、％） 

  10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度

実質収支 △ 1,068 △ 881 △ 678 △ 100 △ 524 △ 449 △ 276 529

経常収支

比率 
99.3 104.1 95.6 92.4 96.9 97.9 92.6 85.8

公債費 

負担比率 
10.2 10.3 10.9 11.3 12.6 12.0 12.9 12.3

 
  イ 財産管理について 

都は、平成１８年度から新たな公会計制度（複式簿記・発生主義会計）を導入し、貸借対照表な

どの財務諸表を作成する。貸借対照表には、都の所有する財産（公有財産、物品、債権、基金）を

正確に計上しなければならないが、毎年度決算審査において財産管理の誤りが指摘されている。こ

のため、今回の決算審査では、昨年度に引き続き財産管理について重点的に審査した。 
その結果、〔第２ 審査の結果 １ 決算計数〕のとおり、各局において公有財産（土地・建物等）・

物品の過大登載・登載漏れ、債権の過大計上が認められた。 
また、工作物は地方自治法上決算審査の対象となっていないが、新たな公会計制度においては固

定資産として貸借対照表に計上することから、工作物についても審査したところ、表２のとおり、

各局において過大登載・登載漏れなどの誤りが認められた。 
公有財産は都民全体の貴重な財産であることから、各局は、職員の意識改革・啓発に努めるとと

もに、チェック体制の見直し・確立により、万全な財産管理を行うべきである。 
 

   （表２）工作物の過大登載等                     （単位：千円） 

過大登載 登載漏れ 

局数 件数 現在価格 局数 件数 現在価格 

４局 ３３件 ３８３，７２４ ２局 ６件 １６，６１５
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  ウ 資金運用について 
都は、基金も含め多額の資金（平成１７年度平均残高１兆６，０７７億円）を運用している。 
平成１７年度における歳計現金については、好調な企業収益による税収増等により運用可能資金

が増加したこと、支払準備金の圧縮に努めたことから、定期性預金での運用割合を高めるとともに、

より長期の期間運用を行っている。 
また、基金については、預金の運用期間を長期化したこと、債券での運用を一部３年としたこと

など効率的な運用に努めている。 
これらの結果、全体として運用利回りが向上している。 
資金運用環境は、ゼロ金利政策が解除（平成１８年７月）されたことにより、改善することが予

想されるが、今後の経済情勢は、原油価格の上昇などマイナスの要因も残されている。    
このため、今後も金融情勢を十分に分析し、安全かつ効率的な資金運用に努められたい。 
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第３ 決 算 の 概 要 
 １ 決 算 の 総 括 
 （１）歳入歳出決算の状況 
    歳入歳出決算の総額は、一般会計と特別会計とを合算すると、表３のとおり 
     歳  入   １０兆８，９９５億余円 
     歳  出   １０兆６，７０７億余円 
     差  引      ２，２８８億余円 
   となっており、これを会計別に見ると、表４及び表５のとおりである。 
 
               歳 入 歳 出 決 算 総 括 
 （表３）                                  （単位：百万円） 

会 計 別 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額 差  額 摘  要 

一 般 会 計 ６，１３５，９８０ ６，０４９，７９７ ８６，１８３ 
内訳は（表４）

のとおり 

特 別 会 計 
(１８会計合算) 

４，７６３，５４８ ４，６２０，９２３ １４２，６２４ 
内訳は（表５）

のとおり 

合      計 １０，８９９，５２９ １０，６７０，７２１ ２２８，８０８  
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                               一  般  会  計  歳 
  （表４） 

歳                 入 

科    目  (款) 予  算  現  額 決    算    額 比較増(△)減額 収入率 

   1  都          税     ４,５６６,３９８     ４,５９９,５９２          ３３,１９３  １００.７ 

   2  地 方 譲 与 税          ６６,９６７          ６７,０６６               ９９  １００.１ 

   3  助 成 交 付 金                 １９                 ２０                   １  １０５.３ 

   4  地方特例交付金        １９６,５７６        １９６,５７６               ０  １００ 

   5  特 別 交 付 金            ４,６４０            ４,５８４  △            ５５    ９８.８ 

   6  分担金及負担金          １８,４８８          １６,２２７  △        ２,２６０    ８７.８ 

   7  使用料及手数料         ９５,２４５         ８９,５１２  △        ５,７３３    ９４.０ 

   8  国 庫 支 出 金        ４１９,５８８        ３８２,９７５  △      ３６,６１３    ９１.３ 

   9  財  産  収  入          ４６,９７４          ３０,９５９  △      １６,０１４    ６５.９ 

  10  寄    附    金                 ７                 ７                   ０  １００.０ 

  11  繰    入    金         １６,８８１         １６,８９６             １４  １００.１ 

  12  諸    収    入        ４２５,５４５        ４２４,８２３  △           ７２２    ９９.８ 

  13  都          債        ３８９,８７２        ２６９,８９２  △    １１９,９７９    ６９.２ 

  14  繰    越    金          ３６,８４４          ３６,８４４                   ０  １００.０ 

     

     

     

合        計     ６,２８４,０５０     ６,１３５,９８０  △    １４８,０７０    ９７.６ 

 
 
                               歳 入 歳 出 決 算 額 の 差 額 
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 入  歳  出  決  算 
                                    （単位：百万円、％） 

歳                 出 

科   目 (款) 予  算  現  額 決   算   額 翌年度繰越額 不   用   額 執 行 率

1 議  会  費         ５,９２２         ５,３６９              ０            ５５２   ９０.７

2 総  務  費     １９３,５９９     １７４,２５６              ０       １９,３４２   ９０.０

3 徴  税  費       ７５,９５１       ７２,９８９              ０         ２,９６２   ９６.１

4 生活文化費       １９,３０７       １７,１２２              ０         ２,１８４   ８８.７

5 都市整備費     ２６０,７６３     ２３５,５７３       ４,０１９       ２１,１７０   ９０.３

6 環 境 費       ２７,７３５       ２２,５２２         ２６５         ４,９４７   ８１.２

7 福祉保健費     ６９２,３０２     ６３７,３５１          ３２５       ５４,６２５   ９２.１

8 産業労働費     ２５３,１５１     ２４１,２９９         ８４９       １１,００２   ９５.３

9 土  木  費     ４５５,４４４     ４１８,５７８     ２５,８７９       １０,９８６   ９１.９

10 港  湾  費       ７１,８７８       ５８,４４６       ４,９５１         ８,４７９   ８１.３

11 教  育  費     ７７６,１９０     ７５４,３２４              ０       ２１,８６５   ９７.２

12 学  務  費     １４１,７９１     １４０,４８４              ０         １,３０６   ９９.１

13 警  察  費     ６０９,１９０     ５９６,０７２          １２８       １２,９８９   ９７.８

14 消  防  費     ２３７,３００     ２２９,３８７              ０         ７,９１２   ９６.７

15 公  債  費     ５３５,３７７     ５３５,２５４              ０            １２３ １００.０

16 諸 支 出 金  １,９２３,３９０  １,９１０,７６４              ０       １２,６２５   ９９.３

17 予  備  費         ４,７５５                ０              ０         ４,７５５     ０ 

合       計  ６,２８４,０５０  ６,０４９,７９７     ３６,４２１     １９７,８３２   ９６.３

 

 

 ８６,１８３百万円 
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特 別 会 計 歳 入 歳 出 決 算 
   (表５)                                                               （単位：百万円、％） 

  
会   計   名 予算現額 歳入決算額 収入率 歳出決算額 執行率 

歳 入 歳 出
決算額の差額

 1 特 別 区 
   財政調整会計        ８６０,２２８     ８６０,２２７  １００.０     ８６０,２２７  １００.０           ０

 2 地 方 消 費 税 
   清 算 会 計 

歳入１,１５０,８７６ 

歳出１,０３９,７０２  １,１０４,７２０    ９６.０  １,００７,０６３   ９６.９  ９７,６５６

 3 小笠原諸島生活 
   再建資金会計               ３６５            ６００  １６４.４              ３４      ９.３       ５６６

 4 母子福祉貸付 
   資 金 会 計            ４,６８９         ５,０６０  １０７.９         ４,００２    ８５.３    １,０５７ 

 5 心身障害者扶養 
   年 金 会 計            ４,３４８         ４,１７６    ９６.０         ４,１５９    ９５.７         １７

 6 中小企業設備 
   導入等資金会計            ８,１１０         ８,６１６  １０６.２         ５,６１７    ６９.３    ２,９９９

 7 農業改良資金 
   助 成 会 計               １４０            ２５７  １８３.６              ８８    ６２.９       １６９

 8 林業・木材産業 
   改善資金助成会計                 ５２              ８９  １７１.２              １９    ３６.５         ７０

 9 沿岸漁業改善 
   資金助成会計                 ４８              ６９  １４３.８              ４４    ９１.７         ２５

10 と 場 会 計 
           ６,４００         ５,８５７    ９１.５         ５,８５７    ９１.５           ０

11 都 営 住 宅 等 
   事 業 会 計        １６９,３４２     １５０,９３９    ８９.１

      (３,４７７) 

    １４９,８９５    ８８.５    １,０４４

12 都 営 住 宅 等 
   保 証 金 会 計 

歳入       ５,３２５ 

歳出         ７５３         ５,１２１   ９６.２          ６５６    ８７.１    ４,４６５

13 都 市 開 発 
   資 金 会 計            ５,２８７         ４,２５６    ８０.５         ４,２５６    ８０.５           ０

14 用  地  会  計 
       １３１,４７７     １３１,５１６  １００.０

          (６６５) 

    １２３,６６２    ９４.１    ７,８５３

15 公 債 費 会 計 
    ２,４０４,１３４  ２,３９５,３４３    ９９.６  ２,３９５,３４３    ９９.６           ０

16 多 摩 ニ ュ ー 
   タウン事業会計 

歳入     １４,８５５ 

歳出     １０,９７７       ２４,１０７  １６２.３        ９,９３１    ９０.５   １４,１７５

17 市街地再開発 
   事 業 会 計          ３２,９７７       ３１,８２８    ９６.５

 

      ３１,８２８    ９６.５      ０

18 臨海都市基盤 
   整備事業会計 

歳入     ３９,７０８ 

歳出     ２５,５１４       ３０,７５８    ７７.５

        (５８０) 

      １８,２３５    ７１.５   １２,５２３

合        計 

 歳  入 

    ４,８３８,３６３ 

 

 歳  出 

    ４,７０４,５４５ 

 ４,７６３,５４８    ９８.５
       (４,７２３) 

  ４,６２０,９２３ 
   ９８.２ １４２,６２４

 
（注）1 歳出決算額欄の( )は、翌年度繰越額で外書きである。 

2 予算現額は、地方消費税清算会計、都営住宅等保証金会計、多摩ニュータウン事業会計及び臨
海都市基盤整備事業会計を除き、歳入歳出同額である。 
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 （２）決算収支の状況 
決算の収支状況は表６のとおり、一般会計及び特別会計を合計した実質収支の額は、歳入総額か

ら歳出総額を差し引いた形式収支の額２，２８８億余円から翌年度へ繰り越すべき財源２０１億余

円を差し引いた２，０８６億余円となっている。 
また、当該年度実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支（一般会計分）は、表７

のとおり、４６２億余円の黒字となっている。 
 
 （表６）実質収支の状況 
                                     （単位：百万円） 

区      分 一般会計 特別会計 合  計 
 歳 入 総 額  ①     6,135,980     4,763,548      10,899,529 

 歳 出 総 額  ②     6,049,797     4,620,923      10,670,721 

 形 式 収 支  ③＝①－②        86,183       142,624         228,808 
 翌年度へ繰り越すべき財源  ④        19,619           556          20,176 

 実 質 収 支  ⑤＝③－④        66,563       142,068         208,632 

 
（表７）単年度収支・実質収支（一般会計分）の推移 

                                     （単位：百万円） 

 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 

単年度収支 51,064 △     55,230 △      9,738 15,077 46,293

実 質 収 支 70,160 14,930 5,192 20,270 66,563

 
(注）１ 形式収支とは、現金ベースでの収支の結果を示すもので、当該年度中に収入された現金（歳

入総額）から、支出された現金（歳出総額）を単純に差し引いたものである。 
２ 翌年度に繰り越すべき財源とは、翌年度繰越額から、事業の繰越しに伴う国庫補助金等の未

収入特定財源を差し引いたものである。 
３ 実質収支とは、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いたものである。 
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 ２ 執行状況 
平成１７年度予算は、「第二次財政再建推進プラン」の折返しの予算として、「東京の新たな発展を

目指しつつ、財政構造改革を一層推進する予算」と位置づけ、 
① 都民の安全・安心を確保するとともに、首都東京の活力を再生するため、都政が直面する緊急課

題に限りある財源を重点的・効率的に配分し、都民の負託に積極的に応えること 
② 強固で弾力的な財政基盤の確立に向けて、財政構造改革を一層推進するため 
ア 内部努力や施策の見直しなどを徹底し、財政再建を確実に進めること 
イ 「隠れ借金」の圧縮や基金残高の確保など、都財政の体力回復に努めること 
を基本として編成したものである。 

   以下、会計別（一般会計及び特別会計）の執行状況について述べる。 
 
 （１）一般会計 
                                    （単位：百万円、％） 

増（△）減 
 平成１７年度決算額 平成１６年度決算額

額 率 
歳入（収入済額）   ６，１３５，９８０   ６，０４０，１４７     ９５，８３３      １．６
歳出（支出済額）   ６，０４９，７９７   ６，００３，３０２     ４６，４９４      ０．８
差     引         ８６，１８３         ３６，８４４     ４９，３３８  １３３．９

 
一般会計は、東京都が行う行政の大部分を経理する会計である。主な財源は都税であり、別表１

（１４０ページ）のとおりとなっている。教育・社会福祉・保健衛生の事業、警察・消防の運営、

道路・公園の建設などに要する経費を支出している。 
予算・決算状況について見ると、表４（６ページ）のとおり、歳入は、予算現額６兆２，８４０

億余円に対し、決算額は６兆１，３５９億余円で、１，４８０億余円の減となっている。これは、

主として、都債が１，１９９億余円の減となったためである。また、前年度比では、上表のとおり、

９５８億余円（１．６％）の増である。 
収入率は、前年度９７．４％から０．２ポイント上昇して９７．６％となっている。 
歳出は、予算現額６兆２，８４０億余円に対し、決算額６兆４９７億余円、翌年度繰越額３６４

億余円、不用額１，９７８億余円である。また、前年度比では、４６４億余円（０．８％）の増で

ある。 
執行率は、前年度９６．８％から０．５ポイント下降して９６．３％となっている。 
歳入・歳出の各款別の執行状況は、次のとおりである。 
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  ア 歳 入 
 
  第１款 都 税 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度 4,566,398 4,724,850 4,599,592     21,879    104,323     33,193   100.7

法 人 二 税 2,087,496 2,129,994 2,093,845      5,999     30,668      6,349   100.3 
その他都税 2,478,902 2,594,856 2,505,747     15,880     73,654     26,844   101.1

平成１６年度 4,204,352 4,392,862 4,252,873     25,111    115,500     48,520   101.2

法 人 二 税 1,751,894 1,828,142 1,797,621      4,974     25,844     45,727   102.6 
その他都税 2,452,458 2,564,720 2,455,251     20,136     89,655    2,793   100.1

額   362,046   331,987   346,719 △  3,231 △  11,177   比  較 
増(△)減 率       8.6       7.6       8.2 △   12.9 △    9.7   

 
都税は、都民税をはじめとする１７税目で構成されており、予算現額４兆５，６６３億余円に対

し、収入済額４兆５，９９５億余円で、収入率１００．７％となっている。 
これを法人二税（法人事業税及び法人都民税）とその他都税に大別して見ると、法人二税は、予

算現額２兆８７４億余円に対し、収入済額２兆９３８億余円、収入率１００．３％であり、好調な

企業収益により前年度と比べて２，９６２億余円（１６．５％）の増となっている。 
その他都税は、予算現額２兆４，７８９億余円に対し、収入済額２兆５，０５７億余円、収入率

１０１．１％であり、その主な内訳は、固定資産税・都市計画税（１兆２，１３９億余円）、個人都

民税（４，０２３億余円）、繰入地方消費税（３，５６７億余円）で、前年度と比べて５０４億余円

（２．０％）の増となっている。 
なお、収入未済額は、１，０４３億余円で、前年度と比べて１１１億余円（９．７％）の減とな

っている。 
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  第２款 地方譲与税 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     66,967     67,066     67,066          0          0       99   100.1 

平成１６年度     23,786     23,667     23,667          0          0 △     119    99.5 
額     43,180     43,399     43,399          0          0   比  較 

増(△)減 率     181.5     183.4     183.4       －       －   

 
地方譲与税は、本来地方公共団体が収入すべきものを、主として課税技術上、国がいったん国税

として徴収し、一定の基準で地方公共団体に譲与する税の総称であり、前年度に比べ４３３億余円

（１８３．４％）の増となっている。この主な理由は、国民健康保険国庫負担金等の税源委譲に伴

う所得譲与税の増によるものである。 
地方譲与税の主なものは、所得譲与税で、収入済額６３６億余円となっている。 

 
  第３款 助成交付金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度         19         20         20          0          0          1   105.3 
平成１６年度         18         19         19          0          0          0   105.6 

額          0          1          1          0          0   比  較 
増(△)減 率       0       5.3       5.3       －       －   

 
助成交付金は、国有提供施設等所在市町村助成交付金（特別区内に所在する米軍基地関係施設及

び自衛隊特定施設に係る交付金）を収入したものである。 
 
  第４款 地方特例交付金 
                                      （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    196,576    196,576    196,576          0          0          0   100 
平成１６年度    151,663    143,411    143,411          0          0 △   8,252    94.6 

額     44,913 53,165    53,165          0          0   比  較 
増(△)減 率      29.6    37.1     37.1       －       －   
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地方特例交付金は、平成１１年度に創設された恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てん

するために交付される「減税補てん特例交付金」と国庫補助負担金の見直しに伴う暫定措置として

交付される「税源移譲予定特例交付金」を収入したものである。 
収入済額は前年度に比べ５３１億余円（３７．１％）の増となっており、その主な理由は、義務

教育費国庫負担金の暫定的な減額に伴い、その減額分が税源委譲予定特例交付金に加算されたこと

によるものである。 
 
  第５款 特別交付金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      4,640      4,584      4,584          0          0 △      55    98.8 
平成１６年度      4,772      4,647      4,647          0          0 △     124    97.4 

額 △     132 △      62 △      62          0          0        比  較 
増(△)減 率 △    2.8 △    1.3 △    1.3       －       －   

 
特別交付金は、国に納付された交通反則金に係る収入を原資として、地方公共団体が行う道路交

通安全施設の設置及び管理に要する費用に充てるため、交通事故発生件数等を基準として国から交

付される交通安全対策特別交付金である。 
 
  第６款 分担金及負担金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     18,488     16,980     16,227         61        691 △   2,260    87.8 
平成１６年度     19,390     18,007     17,174         91        742 △   2,215    88.6 

額 △   902 △  1,027 △     946 △      30 △      50   比  較 
増(△)減 率 △    4.7 △    5.7 △    5.5 △   33.0 △    6.7   

 
分担金及負担金は、特定の事業の施行によって利益を受ける者から、受益の程度に応じて事業に

要する経費を収入するものである。 
分担金及負担金の主なものは、土木費負担金（１１２億余円）であり、その主な内訳は、街路整

備に伴う負担金（９２億余円）、首都高速道路関連街路整備に伴う負担金（７億余円）である。 
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  第７款 使用料及手数料 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     95,245     89,947     89,512         35        400 △   5,733    94.0 
平成１６年度    106,553    100,974    100,435         67        472 △   6,118    94.3 

額 △  11,307 △  11,027 △  10,923 △      32 △      72   比  較 
増(△)減 率 △   10.6 △   10.9 △   10.9 △   47.8 △   15.3   

 
使用料及手数料は、公の施設の利用料等である使用料と特定の者に提供される行政サービスの対

価である手数料とを収入するものであり、前年度に比べ１０９億余円（１０．９％）の減となって

いる。この主な理由は、福祉保健使用料の実績減、及び公立大学法人首都大学東京の設置による学

務使用料の減によるものである。 
使用料及手数料のうち、使用料は収入済額６２４億余円であり、主な内訳は、土木使用料（２３

０億余円）、福祉保健使用料（２１０億余円）、教育使用料（１３０億余円）である。 
また、手数料は収入済額２７０億余円であり、主な内訳は、警察手数料（１９０億余円）、環境手

数料（２２億余円）である。 
 
  第８款 国庫支出金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    419,588    382,975    382,975          0          0 △  36,613    91.3 
平成１６年度    465,619    428,869    428,869          0          0 △  36,749    92.1 

額 △  46,030 △  45,893 △  45,893          0          0   比  較 
増(△)減 率 △    9.9 △   10.7 △   10.7       －       －   

 
国庫支出金は、国が事業の経費の全部又は一部を負担することとされている国庫負担金、国が特

定の事業を奨励するため、又は地方公共団体の財政上の特別な必要に基づき支出する国庫補助金及

び国からの委託事務に伴う委託金を収入するものである。前年度に比べ４５８億余円（１０．７％）

の減となっており、その主な理由は税源委譲に伴う義務教育費国庫負担金の暫定的な減額である。 
国庫支出金のうち、国庫負担金は予算現額２，２５３億余円に対し、収入済額２，０５２億余円、

収入率９１．１％であり、主な内訳は、教育費国庫負担金（１，４５１億余円）、土木費国庫負担金

（３６７億余円）、福祉保健費国庫負担金（１５０億余円）である。 
次に、国庫補助金は予算現額１，７３４億余円に対し、収入済額１，５９８億余円、収入率９２．

１％であり、主な内訳は、土木費国庫補助金（７００億余円）、福祉保健費国庫補助金（３１６億余
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円）、都市整備費国庫補助金（１６２億余円）、学務費国庫補助金（１５４億余円）である。 
委託金は収入済額１７８億余円であり、主な内訳は、総務費委託金（１３４億余円）、福祉保健費

委託金（３３億余円）、産業労働費委託金（８億余円）である。 
 
  第９款 財産収入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     46,974     30,989     30,959          0         29 △  16,014    65.9 
平成１６年度     87,274     35,130     35,101          0         28 △  52,173    40.2 

額 △  40,299 △   4,140 △   4,141          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   46.2 △   11.8 △   11.8       －       0   

 
財産収入は、都有財産の売払収入及び運用収入で、前年度に比べ４１億余円（１１．８％）の減

となっている。この主な理由は、財産売払収入のうち、土地の売払実績の減によるものである。 
財産収入のうち、財産売払収入は、収入済額１７２億余円であり、主なものは、土地売払収入（１

３２億余円）である。 
また、財産運用収入は収入済額１３７億余円であり、その内訳は、利子及配当金（７０億余円）、

財産貸付収入（６６億余円）である。 
 
  第１０款 寄附金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度         7          7          7          0          0          0   100.0 
平成１６年度        125        132        132          0          0          7   105.6 

額 △     117 △   124 △   124          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   93.6 △   93.9 △   93.9       －       －   

 
寄附金は、高等専門学校の教育研究奨励事業などに寄せられたもので、前年度に比べ１億余円（９

３．９％）の減となっている。 
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  第１１款 繰入金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      16,881      16,896      16,896          0          0          14   100.1 
平成１６年度     121,636     101,982     101,982          0          0 △   19,653    83.8 

額 △  104,754 △   85,086 △   85,086          0          0   比  較 
増(△)減 率 △    86.1 △    83.4 △    83.4        －        －   

 
繰入金は、各種基金の取崩し分、公営企業会計からの職員共済組合等負担金、特別会計の土地処

分金等を一般会計に繰り入れるもので、前年度に比べ８５０億余円（８３．４％）の減となってい

る。この主な理由は、財政調整基金の取崩しがなかったことによるものである。 
繰入金のうち、公営企業会計繰入金は収入済額９１億余円であり、主な内訳は、病院会計繰入金

（５０億余円）、臨海地域開発事業会計繰入金（１１億余円）である。 
特別会計繰入金は収入済額４０億余円であり、主な内訳は、臨海都市基盤整備事業会計繰入金（１

４億余円）、中小企業設備導入等資金会計繰入金（１４億余円）、用地会計繰入金（１１億余円）で

ある。 
基金繰入金は収入済額３６億余円であり、主な内訳は、区市町村振興基金繰入金（１６億余円）、

介護保険財政安定化基金繰入金（１４億余円）である。 
 
  第１２款 諸収入 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に 
対する収入 
済額の増減 

収入率

平成１７年度    425,545    440,605     424,823      1,833     13,956 △      722   99.8 
平成１６年度    432,935    448,807     432,428      1,658     14,729 △      507   99.9 

額 △   7,389 △   8,201 △    7,604        175 △     772   比  較 
増(△)減 率 △    1.7 △    1.8 △     1.8      10.6 △    5.2   

 
諸収入は、各種の貸付金元利収入、受託事業の収入、宝くじの収益事業収入、その他の雑入等を

収入したものである。 
諸収入の主なものは、貸付金元利収入（２，５４０億余円）、収益事業収入（７１４億余円）、受

託事業収入（５１０億余円）である。 
なお、収入未済額の主なものは、各種貸付金の元利収入（４９億余円）、都税の加算金（４６億余

円）である。 
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  第１３款 都 債 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     389,872     269,892     269,892          0          0 △  119,979    69.2 
平成１６年度     565,970     480,165     480,165          0          0 △   85,804    84.8 

額 △  176,098 △  210,272 △  210,272          0          0   比  較 
増(△)減 率 △    31.1 △    43.8 △    43.8       －       －   

 
都債は、社会資本の整備や都市改造等の財政需要に応えていくための財源の一つとして発行した

もので、前年度に比べ２，１０２億余円（４３．８％）の減となっている。この主な理由は、税収

が好調なことから減税補てん債の発行が少なかったことによるものである。 
都債の主なものは、街路整備費等に係る土木債（１，２８７億余円）、市街地再開発や土地区画整

理に係る都市整備債（６２５億余円）である。 
 
  第１４款 繰越金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      36,844      36,844      36,844          0          0          0   100.0 
平成１６年度      19,240      19,240      19,240          0          0          0   100.0 

額   17,604   17,604   17,604          0          0   比  較 
増(△)減 率       91.5       91.5       91.5       －       －   

 
    前年度からの繰越金を収入したものである。 
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  イ 歳 出 
 
  第１款 議会費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          5,922          5,369              0            552     90.7 
平成１６年度          5,912          5,325              0            586     90.1 

額             10             44              0 △          34  比  較 
増(△)減 率    0.2           0.8           － △        5.8  

 
議会費は、都議会議員の報酬、都議会の運営等に要する経費を支出したものである。 

 
  第２款 総務費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        193,599        174,256              0         19,342     90.0 
平成１６年度        286,166        272,044              0         14,121     95.1 

額 △      92,567 △      97,788              0          5,221  比  較 
増(△)減 率 △       32.3 △       35.9           －          37.0  

 
総務費は、区市町村行財政の振興経費、職員の退職手当及び年金、庁舎の維持管理経費、知事本

局、総務局、財務局、出納長室、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務局及び監査事務局等の管

理運営等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ９７７億余円（３５．９％）の減となって

いる。この主な理由は、株式会社新銀行東京への出資の実績減によるものである。 
総務費の主な内訳は、区市町村行財政の振興経費（６９７億余円）、職員の退職手当及び年金費（３

７６億余円）、総務局・財務局の管理運営経費である総務管理事務等経費（２９８億余円）である。 
 
  第３款 徴税費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         75,951         72,989              0          2,962     96.1 
平成１６年度         81,437         78,414              0          3,022     96.3 

額 △       5,485 △       5,425              0 △          60  比  較 
増(△)減 率 △        6.7 △        6.9           － △        2.0  

 
徴税費は、主税局における都税の賦課徴収及び滞納処分等に要する経費を支出したものである。 
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  第４款 生活文化費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         19,307         17,122              0          2,184     88.7 
平成１６年度         21,324         18,678              0          2,645     87.6 

額 △       2,017 △       1,555              0 △         461  比  較 
増(△)減 率 △        9.5 △        8.3           － △       17.4  

 
生活文化費は、文化振興施策、広報広聴、都民生活の支援、消費生活対策等に要する経費を支出

したものである。 
生活文化費の主な内訳は、江戸東京博物館等の運営や文化事業の推進等に係る文化振興費（６０

億余円）、職員の給与や男女平等参画施策等に係る管理費（５５億余円）、広報関係に係る広報広聴

費（２７億余円）である。 
 
  第５款 都市整備費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        260,763        235,573          4,019         21,170     90.3 
平成１６年度        267,790        239,236          8,025         20,528     89.3 

額 △    7,026 △       3,662 △    4,006            642  比  較 
増(△)減 率 △        2.6 △        1.5 △       49.9           3.1  

 
都市整備費は、都市基盤の整備、土地区画整理、市街地再開発、住宅政策の推進等の各事業に要

する経費を支出したものである。 
都市整備費の主な内訳は、都市高速鉄道建設に対する補助を行う都市基盤施設等助成費（７５７

億余円）、都市改造事業を行う都市改造費（６２２億余円）、都営住宅等事業会計への繰出金（２０

１億余円）、多摩ニュータウンの整備に係るニュータウン事業費（１７２億余円）である。 
 
  第６款 環境費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         27,735         22,522            265          4,947     81.2 
平成１６年度         29,532         24,208          1,340          3,983     82.0 

額 △       1,797 △       1,686 △       1,074            963  比  較 
増(△)減 率 △        6.1 △        7.0 △       80.1          24.2  

 
環境費は、各種環境保全対策事業、自然保護対策事業、廃棄物対策事業等に要する経費を支出し

たものである。 
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環境費の主な内訳は、廃棄物の埋立処分等を行う廃棄物対策費（６４億余円）、水環境対策、緑地

保全対策、自然公園の管理等を行う自然環境費（４７億余円）、ディーゼル車対策などを行う自動車

公害対策費（１５億余円）である。 
 
  第７款 福祉保健費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        692,302        637,351            325         54,625     92.1 
平成１６年度        646,086        601,612              0         44,473     93.1 

額         46,216         35,739            325         10,151  比  較 
増(△)減 率         7.2         5.9         －          22.8  

※平成１６年度の数値は、福祉費と健康費の合計とした。 
 
福祉保健費は、平成１６年度組織改正（旧福祉局と旧健康局の統合）により、福祉費と健康費を

統合して平成１７年度から新設されたもので、福祉・保健・医療に係る施策の一体的・総合的な推

進に要する経費を支出したものである。前年度に比べ３５７億余円（５．９％）の増となっており、

この主な理由は、平成１７年度から国民健康保険制度における都道府県調整交付金が導入され、財

政調整交付金として区市町村に給付費の一部を交付することとなったためである。 
福祉保健費の主な内訳は、総合的な保健サービスの向上を行う保健政策費（１，２２５億余円）、

障害者（児）の自立生活への支援を行う障害者施策推進費（１，１５６億余円）、高齢者の地域生活

と自立への支援を行う高齢社会対策費（１，１５３億余円）、国民健康保険や生活保護に関する経費

を支出する生活福祉費（１，０７０億余円）、子育て環境の整備を行う少子社会対策費（８７９億余

円）である。 
 
  第８款 産業労働費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        253,151        241,299            849         11,002     95.3 
平成１６年度        288,213        276,945          1,320          9,947     96.1 

額 △      35,061 △      35,645 △         471          1,054  比  較 
増(△)減 率 △       12.2 △       12.9 △       35.7          10.6  

 
産業労働費は、雇用の安定、中小企業の振興、農林水産業対策、観光産業振興等に要する経費を

支出したもので、前年度に比べ、３５６億余円（１２．９％）の減となっている。この主な理由は、

中小企業制度融資の実績減によるものである。 
産業労働費の主な内訳は、中小企業制度融資等に係る商工業振興費（２，０７６億余円）、農林水

産費（１５５億余円）、高年齢者・障害者等の就業促進対策や公共職業訓練事業等を行う労働費（１

５１億余円）である。 
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  第９款 土木費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        455,444        418,578         25,879         10,986     91.9 
平成１６年度        438,527        412,029         17,536          8,960     94.0 

額         16,917    6,548          8,342          2,026  比  較 
増(△)減 率           3.9           1.6          47.6          22.6  

 
土木費は、道路、橋りょう、河川、公園、霊園事業等に要する経費を支出したものである。 
土木費の主な内訳は、道路橋梁費（２，９６９億余円）、中小河川や高潮防御施設等の整備及び河

川等の災害箇所の復旧等を行う河川海岸費（５５２億余円）、都立公園等の整備及び維持管理を行う

公園霊園費（４６３億余円）である。 
このうち、道路橋梁費の主な内訳は、都市計画街路の整備を行う街路整備費（１，７７０億余円）、

国が直轄施行する道路事業等に対する直轄事業負担金（３８８億余円）、道路補修費（１５９億余円）、

道路整備費（１５７億余円）、交通安全施設費（１３９億余円）である。 
 
  第１０款 港湾費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         71,878         58,446          4,951          8,479     81.3 
平成１６年度         76,108         58,869          9,953          7,286     77.3 

額 △       4,230 △         422 △       5,001          1,193  比  較 
増(△)減 率 △        5.6 △        0.7 △       50.2          16.4  

 
港湾費は、東京港、島しょ等の港湾・漁港・空港の建設整備、海岸保全施設・廃棄物処理場の建

設等に要する経費を支出したものである。 
港湾費の主な内訳は、東京港や廃棄物処理場の建設整備を行う東京港整備費（３８６億余円）、伊

豆諸島等の港湾や漁港の建設整備を行う島しょ等港湾整備費（１９１億余円）である。 
 
  第１１款 教育費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        776,190        754,324              0         21,865     97.2 
平成１６年度        778,733        767,402              0         11,330     98.5 

額 △       2,543 △      13,078              0         10,535  比  較 
増(△)減 率 △        0.3 △        1.7           －              93.0  

 
教育費は、小学校・中学校の教職員の給与等、高等学校・工業高等専門学校・盲ろう養護学校の
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運営、都立学校等の整備、社会教育等の振興、学校の保健・給食の運営等に要する経費を支出した

もので、前年度に比べ１３０億余円（１．７％）の減となっている。この主な理由は、退職手当及

び給与等の実績減によるものである。 
教育費の主な内訳は、都が負担する区市町村立小中学校の教職員の給与等に係る小中学校費（４，

４３６億余円）、都立高等学校の教職員の給与及び学校運営等に係る高等学校費（１，３７０億余円）、

退職手当及年金費（６１２億余円）、盲ろう養護学校費（５７０億余円）、教育管理費（２１０億余

円）、都立学校等の整備を行う施設整備費（１８８億余円）である。 
 
  第１２款 学務費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        141,791        140,484              0          1,306     99.1 
平成１６年度        146,331        142,774              0          3,556     97.6 

額 △       4,539 △       2,290              0 △       2,249  比  較 
増(△)減 率 △        3.1 △        1.6           － △       63.2  

 
学務費は、私立学校の助成及び首都大学東京の運営・整備等に係る経費を支出したものである。 
学務費の主な内訳は、私立学校教育の振興を図るため、学校法人等に対し、経常費補助等各種の

助成を行う私立学校振興費（１，２２８億余円）、大学等の管理運営・施設整備等に係る経費の大学

管理費（１６３億余円）である。 
 
  第１３款 警察費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        609,190        596,072            128         12,989     97.8 
平成１６年度        608,800        599,176             75          9,547     98.4 

額            390 △       3,104             53          3,441  比  較 
増(△)減 率           0.1 △        0.5          70.7          36.0  

 
警察費は、警察行政の運営、警察諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 
警察費の内訳は、職員給与等の警察管理費（４，９７２億余円）、退職手当及年金費（３７７億余

円）、警察庁舎等の建設・改修・維持管理等を行う警察施設費（３１３億余円）、交通安全施設の整

備・管理や警察活動に係る警察活動費（２９６億余円）である。 
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  第１４款 消防費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        237,300        229,387              0          7,912     96.7 
平成１６年度        237,952        232,867              0          5,084     97.9 

額 △         652 △       3,479              0          2,827  比  較 
増(△)減 率 △        0.3 △        1.5           －          55.6  

 
消防費は、消防行政の運営、消防諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 
消防費の主な内訳は、職員給与等の消防管理費（１，９２２億余円）、消防装備の整備や防災・救

急救助・予防業務等を行う消防活動費（１５６億余円）、退職手当及年金費（１２６億余円）、消防

庁舎等の建設・改修や消防水利の整備等を行う建設費（６３億余円）である。 
 
  第１５款 公債費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        535,377        535,254              0            123    100.0 
平成１６年度        553,954        553,873              0             80    100.0 

額 △      18,576 △      18,619              0             42  比  較 
増(△)減 率 △        3.4 △        3.4           －          52.5  

 
公債費は、一般会計における都債の元金償還、利子の支払、減債基金への積立、発行・償還手数

料等に係る経費（公債費会計繰出金）、各基金からの繰替運用の利子を支出したもので、前年度に比

べ１８６億余円（３．４％）の減となっている。 
公債費の主なものは、公債費会計繰出金（５，３５２億余円）である。 

 
  第１６款 諸支出金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度      1,923,390      1,910,764              0         12,625     99.3 
平成１６年度      1,732,440      1,719,843              0         12,596     99.3 

額        190,949        190,920              0             28  比  較 
増(△)減 率          11.0          11.1           －           0.2  

 
諸支出金は、前年度に比べ１，９０９億余円（１１．１％）の増となっている。この主な理由は、

中央卸売市場会計借入金の償還及び社会資本等整備基金への積立金の増によるものである。 
諸支出金の主な内訳は、他会計支出金（１兆２，３６８億余円）、財産費（３，４１２億余円）で

ある。 
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このうち、他会計支出金は、特別会計繰出金（９，２０６億余円）、公営企業会計支出金（３，１

６１億余円）である。特別会計繰出金の主な内訳は、特別区財政調整会計繰出金（８，６０２億余

円）、用地会計繰出金（５６２億余円）であり、公営企業会計支出金の主な内訳は、下水道事業会計

支出金（２，２６６億余円）、病院会計支出金（４６２億余円）、高速電車事業会計支出金（３１６

億余円）である。 
財産費の主な内訳は、財政調整基金積立金（１，８４８億余円）、中央卸売市場会計借入金償還金

（７２７億余円）、社会資本等整備基金積立金（５１５億余円）である。 
 
  第１７款 予備費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          4,755              0              0          4,755       0 
平成１６年度          4,030              0              0          4,030       0 

額            725              0              0            725  比  較 
増(△)減 率          18.0           －           －          18.0  
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